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４．１９ スイス                      

 梅田 慎介 
 
 
（１）遺伝資源の保護に関する法制度 

 
遺伝資源の開示義務条項は，今までスイスが WIPO や WTO で提案してきた内容

を国内法レベルで取り込んだ形で，2008 年 7 月 1 日施行の「発明の特許に関する連

邦法」(以下「特許法」と称する)において導入されている。 
開示義務条項は，CBD 第 16 条及び第 17 条並びに植物遺伝資源条約第 15 条に対

応し，将来の「アクセスと利益配分」を円滑化することを趣旨としている。 
 
ア）CBD に基づく遺伝資源の特許法における出所開示 

関連条項は，特許法第 49a 条，第 81a 条，第 138 条及び特許法令(Patent Ordinance)
第 45a 条である。 
第 49a 条の規定によると，その発明が特定の遺伝資源に「直接基づいている(is 

directly based on)」場合に出所開示が求められるとしている。 
スイス連邦知的財産庁の見解(下記(3)参照)によれば，これは WIPO への EC 提案

(2004 年 12 月 16 日)における「直接の使用(make immediate use of)」と同様の意味

と解釈できる。 
第 49a 条の規定は，スイスの国内特許出願に適用されるだけでなく，特許法第 138 

条の規定に従ってスイスの国内段階に直接移行されるPCT 出願にも適用される。 
遺伝資源の派生物を基にした発明については，その派生物が単に抽出されたものや

単離されたものであれば対象になる。しかし，化学的に変換されたものであった場合

には一概には言えず，場合によっては対象とはならない可能性もある。なお，あるス

イス法律事務所は，「遺伝情報を含まない派生物の場合は対象にならない」と解釈して

いたが，スイス連邦知的財産庁はこれを否定している。 
また，一般に市販されている遺伝資源を基にした発明については，その遺伝資源へ

のアクセスの容易さとは関係なく対象となる。この場合も，基本的にはその原産地の

開示が求められるが，それが不明である場合はその入手元を開示する。 
なお，開示すべき遺伝資源の取得がCBD 発効以前であれば，開示義務は課せられ

ない。 
また，伝統的知識に関しては，発明が遺伝資源又は伝統的知識に「directly based」

とある。伝統的知識が遺伝資源に関し，かつ発明がかかる伝統的知識に直接基づく場

合に該当する。 
 
イ）特許法における遺伝資源に係る条文 

第 49a 条で規定されている出所(source)は広い範囲で解釈され，「原産国」「遺伝資

源提供国」のみならず，「遺伝子データベース」「動・植物園」等も含むとされている。
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他の国及び地理的地域とは無関係である。 
 

＜スイス特許法＞(筆者仮訳) 
第 49a 条 
遺伝資源又は伝統的知識に関わる発明については，特許出願書類には以下の出所に関

する宣言が含まれていなければならない。 
a. 発明が遺伝資源に直接基づいている場合，発明者又は出願者がアクセスした遺伝資

源の出所。発明者又は出願人が出所を知らない場合には，その旨宣言しなければな

らない。 
b. 発明が伝統的知識に直接基づいている場合，発明者又は出願者がアクセスした遺伝

資源に関わる先住民又は地域社会の伝統的知識の出所。発明者又は出願人が出所を

知らない場合には，その旨を宣言しなければならない。 
http://www.admin.ch/ch/e/rs/c232_14.html 

 
＜スイス特許法令＞(筆者仮訳) 
第 6 章 103 遺伝資源及び伝統的知識の出所の表示 
第 45a 条 
1 発明の詳細な説明は，法第49条にいう意味での遺伝資源及び伝統的知識に言及する。 
2 出所のために，以下のものが含まれる。 
 a. 生物多様性条約(1992年6月5日付)の第2 条及び第15 条にいう意味での遺伝資

源の提供国。 
 b. 食糧農業植物遺伝資源条約(2001 年 11 月 3 日付)の第 10 条第 2 項で意味すると

ころの多国間制度。 
 c. 生物多様性条約(1992 年 6 月 5 日付)の第 8 条 j で意味するところの先住共同体及

び地域共同体。 
 d. 生物多様性条約(1992年6月5日付)の第2 条で意味するところの遺伝資源の原産

国； 
 e. 植物園や遺伝子バンクなど生息域外の出所。 
 f. 学術文献。 

http://www.wipo.int/wipolex/en/details.jsp?id=11917 
 
ウ）開示義務違反に対する措置・罰則 
 (a) 特許出願時に，上記で規定された情報の開示がない場合の当該出願は拒絶される。 
 (b) 特許出願中における上記で規定された情報が偽の場合，スイス連邦知的財産庁として

は出願人の善意に基づく行動に期待しており，遺伝資源の出所開示は，出願人が自

発的に行うものであるという認識である。従って，スイス連邦知的財産庁はその情

報が正しいか否かの審査はしない。もし情報の誤りが発見された場合は，補正の機

会を出願人に与えることになる。 
 (c) 特許付与後に，虚偽情報を開示されていたことが発覚した場合，当該出願の扱いにつ

いては，改正法案には規定がないが，スイスの法律事務所の見解では，出願人に刑

http://www.admin.ch/ch/e/rs/c232_14.html
http://www.wipo.int/wipolex/en/details.jsp?id=11917
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事罰が科され，出所開示の記述内容は修正されるだろうとしている。しかし，特許

性には影響を及ぼさないし，権利の執行も可能である。 
 (d) 故意に誤った情報を提示した者については，虚偽情報の違法な提供の場合，100，000 

スイスフラン以下の罰金があるが，特許は無効にはならない。出願人が出所を知ら

ないことを書面で確認した事実は，虚偽情報の違法な提供としてみなされる可能性

がある範囲で，刑事責任を引き起こす可能性がある。さらに，裁判所は決定の公表

を命ずることができる。企業にとっては，判決公開のほうが，罰金よりもはるかに

大きな開示義務順守の動機付けとなるかもしれない。 
 (e) 猶予の有無は，開示の優先日/出願後 30 か月以内に実施されなければならない(PCT 

の国内段階への移行時に合わせたものと推定される)。なお，現行のスイス特許法第

59 条(2)では，もし特許出願が定められた要件を満たさないときは，それを補正す

るための猶予期間を与えるとしている。 
 
＜スイス特許法＞(筆者仮訳) 
第 59 条(2) もし特許出願が本法又はその規則の定める他の要件を満たさないときは，

連邦庁は，その欠缺を補正するための期間をこれに与える。 
 
第 59a 条(3) 連邦庁は，次の場合はその出願を拒絶する。 
[略] 
(b) 第 59 条(2)にいう欠缺が補正されないとき 
 
第 81a 条 1. 第 49a 条に言及されている宣言に関連して，故意に誤った情報を提示す

る者は，10 万スイスフラン以下の罰金に科せられる。 
2. 裁判官は判決の公告を命じることができる。 
 
第 138 条 出願人は連邦知的財産庁に対し，出願日又は優先日から 30 か月の期限内に，

以下を行わなければならない。 
［略］ 
b. 出所の宣言(第 49a 条) 
［略］ 

http://www.admin.ch/ch/e/rs/c232_14.html 
 
 
（２）遺伝資源の保護に関する組織と機能 

 スイス国内の遺伝資源供給については対応がなされておらず，アクセス承認機関は

存在しない。(2002 年にスタデイグループが結成され，アクセス承認機関を設立する

ことの是非について議論された結果，新たな組織を作る必要はないと判断された。) 
「事前同意 (PIC)」及び /又は「公平かつ衡平な利益配分 (fair and equitable 
benefit-sharing)」に関する契約の開示も，不要である。 

 

http://www.admin.ch/ch/e/rs/c232_14.html
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（３）出所開示要件の実施・運用状況 
 
特許法第 49a 条は，2008 年 7 月 1 日に施行されたばかりであり，スイス連邦知的

財産庁は，現時点では，第 49a 条の規定に従った宣誓書を含むスイス出願の件数に関

して統計データを提供していない。スイス連邦知的財産庁からの非公式な情報では，

特許法改正以来そのような出願はまだ 1 件もないとのことである。 
スイスにおける有効な特許の 90％以上は有効化された欧州特許であるが，欧州特許

がスイス国内で有効化された場合，スイス特許法第 49a 条の規定は適用されないこと

がその要因と考えられる。 
なお，スイス連邦知的財産庁は，改正前の平成 17 年度「特許出願時の遺伝資源出

所開示及び遺伝資源アクセス時の事前承認機関に関する調査研究」において以下の見

解を示している。 
 
ア）遺伝資源出所開示に関する基本的な考え方 

遺伝資源出所開示に関する基本的な考えは，基本的に，「公平でバランスのとれたア

プローチをとることが必要」であると考えている。つまり，知的財産権，特に｢特許｣

により，バイオテクノロジー発明の効果的な保護を支援する一方，「遺伝資源と伝統的

知識のアクセスや利用によって生じる公正かつ衡平な利益配分」のために，効果的で

効率的，実務的でタイムリーな「公正でバランスのとれたアプローチ」の解決策が必

要である。このような理由からスイスは CBD や FAO，IGC や TRIPS 理事会など

様々な国際会議における解決策の模索を積極的に支持している。 
これらの国際会議で重要なのは，「遺伝資源と伝統的知識の使用者に対する義務」に

関して，遺伝資源と伝統的知識アクセスや，利用によって生じる利益配分についての

透明性を高めるための規則作りが如何に必要か議論をすること，及びそれを実現する

ことである。こうした規則は国際的な合意を相互に補完することになろうが，関連す

る全ての国際会議が緊密に調整し，一貫性のある結論を求めて努力しない限り，規則

は実現できない。スイスは「透明性を高める規則」が，「衡平でバランスのとれたアプ

ローチ」への重要な要素になるとの見方をしている。それゆえ，スイスはこの規則が

機能するような様々な選択肢や，適用可能な形態と内容を詳細に検討している。 
これらの検討に基づいて，スイスは特許出願書類における遺伝資源と伝統的知識の

出所開示の宣言に関する提案を作成し，2003 年にWIPO に提出した。 
 
イ）WIPO におけるスイス提案に関して 
（a）スイス提案は政策目標のために，以下の事項を達成すること目指している。 

透明性 ：開示要件により，遺伝資源と伝統的知識アクセスと利益配分の透明性を

増すこと。 
（b）追跡可能性 ：開示要件により，特許可能な発明につながる研究・開発で使用され

た遺伝資源や伝統的知識の経過追跡が，遺伝資源や伝統的知識の提供者によってで

きること。 
（c）技術的先行技術：開示要件が，遺伝資源と伝統的知識に関する発明にかかわる先行
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技術の確認に関して，特許審査官とその判断をアシストすること。 
（d）相互信頼 ：開示要件は，アクセスと利益配分にかかわる様々な関係者――先進国，

途上国先住民，地域社会，私企業，研究機関の相互信頼を高めること。出所開示は

南北の関係の中で，より良い相互信頼を築くことも出来る。さらに出所開示は，ア

クセスと利益配分制度と特許制度との間の相互補完を強化するだろう。 
 
ウ）スイス特許法改正案について 
（a）「directly based on」の意味は，(1)遺伝資源を直接使用した(immediate use)，つ

まり，その遺伝資源の特性に依存した発明でなければならない。(2)発明者はその

遺伝資源に物理的にアクセスした，つまりその発明に密接に関係した遺伝資源の特

性を十分確認できるほどの所持や接触の結果，発明がなされたということである。 
（b）改正案が施行されれば，遺伝資源を提供している国又は伝統的知識の起源である

先住民又は地域社会を，出所情報として開示しなければければならない。しかし，

発明者又は特許出願者がこれらの出所を知らない場合，若しくはこれらの出所が非

常に大きな努力をもってしか決定できない場合には，考慮の必要がある。例えば，

長年にわたり様々な受け手に対して提供されていた遺伝資源などがこれに相当す

る。第 49a 条は出願人に受け手の連鎖を完全に遡るという，実行するのが極めて

困難若しくは不可能な作業を求めるものではない。そうではなく，第 49a 条は出

願人が入手できる情報の開示を求めているのであり，例えば植物園や遺伝子バンク

など他の出所の開示も認めている。 
（c）出所開示制度の導入により，懸念される問題 

このスイス提案と改正特許法案の条文は，特許法に開示要件を盛り込む難しさを

乗り越えて作ったものである。 
（d）国際会議における今後の議論のあり方 

現状のEC とスイスの提案は，前者が全ての国に開示を義務づけているのに対し

て，後者は国内法での義務づけを容認するものであるという違いはあるものの，両

者の内容は比較的近いので歩み寄りはできると思う。しかし，メガダイバシティー

グループが求めているものとの間には大きな隔たりがあり，簡単にいかないだろう。

いずれにしても，ABS や PIC の証拠提示の議論は特許制度の枠外で行うべきだ。 
 
 
（４）企業等の実情と意見 
 

各国のアンケート結果を第 3 章にまとめて記載するが，平成 17 年度「特許出願時

の遺伝資源出所開示及び遺伝資源アクセス時の事前承認機関に関する調査研究」にお

けるスイスの法律事務所(VISCHER Anwälte und Notare)及び企業(F. Hoffman-La 
Roche Ltd，Interpharma)のアンケート結果は，以下のとおりであった。 
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ア）法律事務所の実情と意見 
（a）スイス特許法改正案の施行時期について 

スイス国内でのバイオテクノロジー発明改正プロジェクトは，まだ政治的議論の

中にある。政府が用意した第１回案は 2001 年に，第 2 回案は 2004 年に発表され

たが，まだ合意には到っていない。次段階としてスイス連邦政府は，この種の問題

を管轄している「スイス連邦議会」に最終案を提出することを予定している。いつ

この新規則が施行されるのかを予測することは難しく，おそらく 2～5 年以内であ

ろう。 
（b）特許制度と出所開示制度との整合性に関する意見 

    特許法改正案では，遺伝資源の出所開示に関する情報の入手を容易にすることが

できる(CBD で規定されているように)。しかし，特許法では，特許出願された遺伝

資源関連の発明にしか対応していない(遺伝資源へアクセスしたが，特許出願されな

かったものも数多くあることを意味している)。さらに，特許法は遺伝資源の出所開

示が何につながるのかには触れていない。この二つ問題があるため，出所開示に関

連する法律が施行される前に，より詳細に議論される必要性がある。これらの問題

は一国のレベルでは解決できるものではなく，多国間レベルでの詳細な議論(例えば

ＣＢＤ)が必要である。 
（c）出所開示制度によるバイオパイラシー等の問題解決の可能性 

    出所開示は利益配分の概念を実現する上での鍵になるように思える。 
（d）国際会議における今後の議論のあり方 

発展途上国にとって開示の問題は小さな問題であり，彼らの真の関心事はあく

まで ABS である。特許法で出所開示を求めるのは，こうした問題を解決するた

めのファーストステップにすぎない。しかし，ABS の証拠添付については特許

法の枠組みでなくて，さらに幅広い観点で捉えて解決すべき問題である。特許出

願されない発明も多くあることからしても，特許法の中だけで解決できる問題で

はない。 
 
イ）出願人の実情と意見 

A. 企業名： F. Hoffman-La Roche Ltd 
（a）特許出願時の遺伝資源の出所開示制度」についての賛否 

    反対である。(理由：出願人に余計な負担をかけるため反対である。また，特許の

可能性とリンクして考えると法的不確実性を高めることになる。そうなると，アク

セスと利益配分というCBD 目標を満たすことにも役立たない。さらに個々の国が

それぞれ別々の開示要件を導入すれば調和を乱し混乱をきたす。PCT/PLT の枠組

みの範囲内での「調和のとれた国際体制(harmonized international regime)」のみ

が，特許の有効性に影響を与えることなく純粋に透明性のある規則としてメリット

をもたらすだろう。) 
（b）出所開示をすることの負担感 

今のところスイスは開示義務制度を実施していない。ただし，それが義務化され

たとしても何の変化もない。というのは，当社は，潜在的に価値のある医薬品を発
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見するために，CBD・COP 決議等で理解されているような遺伝資源に依存してい

ない。むしろ最新のテクノロジー，例えばハイ・スループットスクリーニング(高度

な処理能力をもったスクリーニング)を使用したコンビナトアム・ケミストリー(組
み合わせ化学)に傾倒している。また，遺伝資源のアクセスや研究にしても，当社は

CBD の全ての義務を遵守してきている。 
（c）出所開示制度導入による企業活動上変化の有無 

当社は遺伝資源へのアクセスに必要性を感じていないので，社内の制度を変更す

ることはない。さらに，当社ライブラリーの中の構成物は歴史順に整理しているの

で，天然資源から出てきた構成物も特定できる。 
（d）出所開示制度はABS に貢献するか否か 

    働くと思わない。(理由：むしろ遺伝資源の使用が減少し，潜在的な利益も消滅す

る。せいぜい，透明性に貢献するだろうが，遺伝資源を使用した成果をユーザーが

特許出願しないようになるだろう。そうなれば開示要求はないので，透明性もなく

なるだろう。) 
 

B. 企業名： Interpharma 
（a）「特許出願時の遺伝資源の出所開示制度」についての賛否 

     反対である。(理由：特許性にリンクしたとき，法的不確実性が起こるため。同

意するとすれば，全世界での統一基準を定め，調和を乱し混乱をきたすためとの

理由で独自な制度の導入を妨げているPCT/PLT の枠組み内での「国際的に調和

の取れた制度」(international harmonized system)として規定する場合のみであ

る。しかし，このような制度は特許の有効性にどのような影響も与えるべきでな

い。) 
（b）出所開示をすることの負担感 

スイスはまだ開示要件を実施しておらず何も変わっていないため，予測がつか

ない。 
（c）出所開示制度はABS に貢献するか否か 

     働くと思わない。(理由：この制度のように不確実性を誘発するシステムはどの

ようなものであれ，遺伝資源の使用を確実に妨げ，ユーザーが発明を特許化しな

いよう方へ導くようになる。) 
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７．２ 出所開示要件の制度・運用・実施状況概括表 
 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

アンデス共同体 決定第 486

号 

 

遺伝資源又は加盟国のいずれ

かが原産地国であるものから

なる生産物から得られた，又は

発展したもの 

国家を代表する国の管轄当局

及び当事者との間で，アクセス

するための条件を定める契約。 

特許出願時にアクセス契約書

のコピーを添付 

アクセス契約書のコピーを提

出しないと，特許無効にされ

る。 

なし 

ペルー 同上 同上 同上 同上 同上 なし(設立予定) 

ボリビア 同上 同上 同上 同上 同上 環境省(MSDE) 

コロンビア 同上 同上 同上 利用契約書の登録番号を提出 同上 環境省 

エクアドル 同上 同上 同上 特許出願時にアクセス契約書

のコピーの添付 

同上 国家環境局 

ブラジル 決議 207 号 

2009 年 

遺伝を構成する要素の試料へ

のアクセスの結果として，その

目的が達成された発明 

特定の様式Ⅰに遺伝材料の出

所を記載し，該当する場合は，

対応するアクセス認可番号を

特許庁に報告しなければなら

ない。 

遺伝資源の原産国の開示 

ブラジルが原産国の場合は，適

正にアクセスされた証拠 

開示又はアクセス認可がない

場合は，特許無効にされる。 

違反行為又は不作為には，違反

のレベルに応じて，警告，罰金，

関連製品の没収，取引の停止，

特許の取り消しの行政措置が

行われる。 

遺伝資源管理委員会

(CGEN) 

コスタリカ なし 生物多様性の構成要素に関係

した革新に対して知的財産権

や産業財産権の保護を求める

もの(生物多様性法(No.7788)第

80 条) 

国家種苗局及び知的・産業財産

登記所は，委員会の技術事務局

に，事前に諮問することを義務

づけている。 

特許の保護を付与する前に，原

産地証明と PIC の存在が要求

される。 

技術事務局が特許出願に反対

する場合は，出願者に通知し，

30 日以内に回答を要求する。 

期間内に出願者が不履行の場

合は，罰金が科せられる。 

国家生物多様性管理委

員会(CONAGEBIO) 

パナマ なし 環境法 No.41 第 71 条及び施行 ・すべての書類あるいは採取し ・使用した遺伝・生物資源が掲 明らかではない。 環境庁(ANAM) 
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 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

規則 No. 25 において，「遺伝・

生物資源又は材料が使用され

たすべての発明」と規定してい

る。 

た遺伝又は生物の資源に関す

る要約に，その遺伝資源の出所

又は起源を宣言する。 

・発明に使われる遺伝物質の出

所又は起源を証明書として開

示する。 

載されている全ての刊行物又

は一覧表 

・発明に使われる遺伝・生物資

源又は材料についての出所，又

は起源の証明書の提示 

ベネズエラ なし なし なし なし なし 環境・天然資源省の遺

伝資源アクセス委員会 

EU EU バイオ指

令の前文 

Recital 27 

動植物由来の生物材料又は発

明に当該材料を使用するもの 

原産地に係る情報を知ってい

るときは，必要に応じて，特許

出願にその情報を含める。 

なし 出所開示の有無等は，出願審査

及び付与された特許権の有効

性に影響を与えない。 

なし 

ベルギー 第 15 条 

第 1 項 

植物又は動物由来の生物材料

に基づく発明 

原産地を知っている場合には，

原産地に係る記載 

所定の様式に記載 なし なし 

デンマーク 施行規則 

第 3 条 

第 4 項 

植物又は動物の生物材料に関

係する発明又は使用する発明， 

又は遺伝資源の派生物に基づ

く発明 

出願人が認知している材料の

地理的な出所に関する情報 

開示形式に関して，出願人は自

由に記述すればよい。 

不知の場合は，この旨を出願書

類に記載する。 

出所開示がないことによって

特許権の有効性が損なわれる

ことはない。 

National Forest and 

Nature Agency 

(NFNA) 

ドイツ 第 34a 条 植物又は動物由来の生物材料

に基づく発明，又は発明に当該

材料を使用する発明 

原産地に係る情報を知ってい

るときは，特許出願にその情報

を含める。 

出願書類の所定の欄に記入 出願の審査又は特許権の有効

性は，影響を受けない。 

なし 

イタリア 法律第 78 号

第 5 条 

発明の基礎となる動物，植物由

来の生物材料，ヒト由来の生物

材料，微生物又は遺伝子組換え

1.動物又は植物由来の場合：動

物/植物の種，動物/植物の提供

国，並びにその他の情報 

左記 1.の場合：発明者又は出願

人により署名した宣言書 

左記 2.の場合：使用に同意した

出所の記載がない場合には産

業財産権の登録簿に注釈が施

される。 

なし 
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 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

生物を含む生物材料 2.ヒト由来の場合：生物材料を

得た患者の事前の同意 

3.微生物又は遺伝子組換え生物

の場合：国内及び EU の法律に

基づいて生物材料を得たこと 

患者により署名された宣言書 

左記 3.の場合：国内及び EU の

法律に基づくことを述べる発

明者又は出願人により署名さ

れた宣言書 

ノルウェー 第 8 条 b 生物学的材料又は伝統的知識

に関係する発明 

生物学的材料，伝統的知識又は

供給国に関する情報 

供給国が原産国でない場合，原

産国の開示 

供給国の場合：供給国の情報，

又は使用に関する事前の同意 

原産国でない供給国の場合：原

産国の記載又は原産国の事前

の同意 

ヒト由来の場合：提供したヒト

がその材料の使用に関する同

意をしているか否かの開示 

情報開示義務は，特許出願の手

続や登録特許の権利の有効性

には影響を与えない 

開示義務不履行の場合には，罰

金又は 2 年未満の禁固刑が科

せられる。 

なし 

ポルトガル なし なし なし なし なし 農業開発省と水産省，

水産養殖省 

ルーマニア なし なし なし なし なし なし 

スウェーデン 特許法施行

令第 5 条 a 

植物又は動物を由来とする生

物材料に関する発明 

生物材料の地理的出所につい

ての情報 

出所が不知の場合，その旨の記

載(ヒトの遺伝資源を除く。) 

出願の手続や特許権の有効性

に影響を与えない。 

なし 

スイス 第 49a 条 遺伝資源に直接基づいている

発明 

遺伝資源を提供している国又

は伝統的知識の起源である先

住民又は地域社会を，出所情報

として開示することが必要 

原産国，遺伝資源提供国，遺伝

子データベース，動・植物園等

を含む。不知の場合は，その旨

を宣言する 

要件を満たさない，補正期間内

に補正しない場合は，出願を拒

絶する。不当の不知に関する宣

言は，10 万フランの罰金 

なし 

ニュージーランド なし なし なし なし なし なし 



- 251 - 
 

 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

中国 第三次改正 

第 5(2)条，第

26(5)条 

遺伝資源に依存して完成した

発明 

出願書類への遺伝資源の直接

的由来と原始的由来の説明， 

原始的由来を説明できない場

合，その理由の陳述 

遺伝資源に依存していること

を願書に説明し，所定の様式に

記入しなくてはならない。 

開示義務不履行の場合は，拒絶

の理由となる。遺伝資源の不正

利用を伴う特許発明は，特許権

付与後の無効理由となる。 

所在地の省，自治区，

直轄市人民政府の牧畜

獣医行政主管部門 

インド なし 

 

生物多様性法(2003 年 N0.18) 

第 6 条に，「インド共和国で入

手した生物資源に関する任意

の研究又は情報に基づく発明」

と規定している。 

特許付与の前までに NBA から

の許可を得ること 

特許規則様式１において，特許

付与の前までに国家生物多様

性局からの許可を得ることを

宣言しなければならない。 

NBA の承認がない場合は，出

願することができない。様式１

の添付がない，又は不備などに

対して，補正の機会を与えても

対応しない場合は，出願を拒絶

することができる。 

国 家 生 物 多 様 性 局

(NBA) 

キルギス なし 伝統的知識の保護に関する共

和国法において，「伝統的知識

の使用によって創作された特

許発明」と規定している 

伝統的知識の由来を出願中に

開示し，公衆に伝統的な知識の

出所を示さなければならない。 

権限のある機関の登録，又は登

録された伝統的知識に名前が

記載された証明書の所有者と

の合意 

左記の合意がないと，伝統的知

識を使用する権利を受けるこ

とができない。 

キルギス知的財産庁 

伝統的知識審査部門 

フィリピン なし 共同省令第1号第26.1条(2005)

において，「生物種を収集する，

あるいはそれを商業化する主

体」と規定している。 

原産国の開示と生物資源探索

契約の提示 

先住民文化共同体/先住民の自

由意思に基づく事前の了解 

開示義務違反があった場合，特

許無効となる。 

罰則が科せられる違法行為が

リストアップされる。 

環境・天然資源省の下

にある「生物資源・遺

伝資源に関する省庁横

断的委員会」 

タイ なし なし なし なし なし 生物多様性局 

エジプト 知的財産法

第 13 条 

生物，植物，動物の産物，又は

伝統薬の知識，農業知識，工業

知識，手工業の知識，文化遺産

又は環境遺産に関係する発明 

国内法の規定に従い正当な方

法でその材料を取得した出所

を利用した旨の証明 

宣誓書の添付 宣誓書の添付がないと，出願が

存在していなかったものと見

なされる。 

なし 
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 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

南アフリカ 補正第 20 号

(2005) 及 び

その施行規

則 

固有の生物又は遺伝資源や，固

有の生物又は遺伝資源の使用，

又は先住民社会を有する知識

の由来に関するする発明 

南アフリカの生物資源又は遺

伝資源又は伝統的知識若しく

はその使用に基づくか又は由

来するか否かの記載 

所定の様式に記載し，南アフリ

カへの特許出願日から 6ヶ月以

内に提出しなければならない。 

所定の様式の提出がない場合

は，出願が受理されない。 

所定の様式による虚偽の記載

があった場合は，特許を取り消

される。 

環境省 
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